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AStudy　on　Professinalis血of　Adult　Education　Officer
Shigeru　KOBAYAS且1
　　　The　duty　of　adult　education　officer　is　to　give　professional　and　technical　advice，　and　guidance　to
those　who　are　engaged　in　adult　education　actiVities．　Since　the　rivision　of　the　Social　Education　Law　in
1951，the　number　of　adult　education　officers　and　assistant　adult　education　officers　has　steadily　in－
creased．
　　　They　are　recognized　as　professional　by　the　Social　Education　Law　and　their　qualification　is　regulat－
ed　by　the　rule．　Those　adult　education　staff　are　composed　of　the　director　of　adult　education（Shakai
Kyouiku　Shuji）who　gives　professional　and　technical　advice，　and　guidace　to　the　staff　in　adult　educa－
tion　facilities　and　bodies　to　be　related　adult　education　activities，　the　Kohminkan　officer　who　are　en－
gaged　in　the　planing，　programing，　and　administration　of　all　sorts　of　Kominkan　activities，　the　librarian
and　the　museum　staff，　etc．
　　　These　day，　we　need　to　clear　the　contents　of　a　professional　duty　of　those　adult　education　officeres
again．　Because　the　new　state　of　things　in　policies，　activities　and　throries　of　adult　education　has　come
to　pass　from　19800n．
　　　In　this　paper，1　try　to　consider　details　of　the　syStem　and　theory　of　adult　education　officer　early　af－
ter　the　Second　World　War，　which　seems　to　have　laid　the　foundation　of　theories　of　adult　education
officer　from　19600n，　in　order　to　clear　contents　of　proffessionalism　of　adult　education　officer．
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《個人研究》
社会教育職員の専門性に関する研究
小　林 繁
はじめに
　社会教育職員とは，「社会教育にかんする公務労働にたずさわる職員」1）の総称であり，制度的に
は，都道府県，市区町村の教育委員会に所属し，社会教育活動の条件整備や社会教育施設職員，社会
教育関係団体等に「専門的技術的な助言と指導を与える」（社会教育法）とされる社会教育主事（補）
および，「住民の自由な教育文化活動の場として，社会教育施設の管理運営と，地域の必要に合った
社会教育事業の実施や，住民の学習活動への助言にかかわる」2）専門職である公民館主事，図書館司
書，博物館学芸員などに分けられる。今日，これらの職員は全国で非常勤を含めると50，000人以上を
数え，教育行政関係の職員の中において大きな部分を占めるようになってきているのである。
　このような状況にあって，こうした社会教育職員の専門的な役割や機能とは何かが，今あらためて
問われてきている。その背景として，まず第1に1980年代以降の社会教育行政をめぐる政策的動向
があげられる。その中でもとりわけ重要なのが自治体における一連の「行政改革」の動きであり，社
会教育施設の統廃合や合理化，民間委託化に加え，施設の専門職員の嘱託化と人員削減といった形で
あらわれてきている。このような政策に対して，住民の学習権保障の観点から社会教育施設への専門
職員の配置の必要性を訴え，それを求めていこうとする時に，翻って理論的にも実践的にも社会教育
職員の存在価値を裏付ける職員の専門性の具体的内実が問われることになるのである。
　社会教育職員の専門性が問われてくる背景の第2として，以上のような政策的問題に加え，さら
に教育や学習・文化活動のあり方に関わる問題から派生してくる，専門職員の位置づけや役割を否定
するような論点が提起されてきているという点を指摘しなければならない。1980年代に入り，市民
社会の成熟とあいまってコミュニティレベルで多くの市民が自主的・主体的に様々な学習・文化活動
を組織するようになり，その結果として社会教育行政による「上からの指導」のあり方や社会教育職
員の専門性の根拠を根本から問う議論が展開されてくるのである。そのひとつの集約が，政治学者の
松下圭一による“社会教育終焉論”であった。それはすなわち，教育行政が国民を指導する社会教育
事業は，戦後の復興や民主主義の理念を普及する上で一定の役割を果たしてきたが，しかしながら現
在では「市民の未熟という社会教育行政の前提が今日すでに破綻」3）し，その歴史的使命は終わった
というものであり，しかも行政がそうした人々の学習・文化活動に「援助」という形で関わることは，
国家による個人への介入という危険性を孕んでいるという主張である。したがって，市民の自主的な
学習・文化活動を行政が援助するというのは，コミュニティセンターのような貸部屋的集会施設や設
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備といった物的条件を提供することであり，社会教育職員はそれに関する職務のみを行っていればよ
いのであって，専門職としての社会教育職員は無用な存在となるというのである。
　こうした松下の批判が，社会教育の本質を理解していない形式的な議論であるといって，等閑視で
きない問題を内包しているといえるだろう。というのは，社会教育職員が具体的に市民の学習・文化
活動を専門的に援助するという点に，その専門性の存在根拠を求めようとする時，そこにおける具体
的な援助とは何か，またそのような援助を行う教育論理的必要性はどこにあるのか，その際に職員に
どのような能力や力量が求められるのか，そしてそのような専門的能力を養成していくための条件は
何か，といった問題が必然的に生起してくるからである。そのこと掘り下げることなしには，市民の
学習権保障のため専門職員が必要であるという論理は導き出せない。その意味で松下の批判に応え，
社会教育職員の積極的役割を導出していくためにも社会教育職員の専門性を明確にしていくことが必
要とされている。
　さらに背景の第3として，いわゆる生涯学習政策の具体化という状況があげられる。1985年の臨
時教育審議会答申において「生涯学習体系化への移行」という理念がち出されて以降，1991年には
「生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律」が施行され，国家行政レベルでの
施策が実施されてくるわけであるが，これを社会教育施設や職員の関わりで見てみると，都道府県に
教育委員会，首長部局，教育関係者で構成される生涯学習推進会議等の連絡調整機関を設置するとと
もに，都道府県立「生涯学習センター」といった広域的な施設を中心に，コンピュータによる学習情
報提供のシステム化が進められてきているのである。これらの政策に対しては，社会教育職員や研究
者の間から従来の社会教育施設と職員の役割についての軽視といった問題や，その独自の機能や自立
性の面での後退につながるといった闇題点が指摘されている。すなわち，これまでの市町村を中核と
してきた社会教育行政が都道府県へその重点を移すことによって，特に公民館の位置づけがあいまい’
にされ，いわば都道府県による事業の下請け的性格を持たせられるのではないかというという批判や
懸念が表明されているのである。
　このようなハードな面に加え，人々の学習・文化活動を人的に援助するという趣旨から，学習の援
助者として，例えば生涯学習ボランティアなどといった形での民間指導者の養成も行われている。ま
た社会教育行政だけではなく，比較的それに近い領域である従来の児童館や老人福祉事業，勤労青少
年ホームの事業，農業改良普及事業，職業訓練事業，保健事業などに加え，行政の文化化といわれる
中で，近年首長部局や消費者行政，環境行政等の分野においても多様な講座の開催や学習の機会提供
といった事業を実施してきている。さらに，行政が関わらない生活や労働の場においても，様々な学
習・文化活動が展開されてきており，こうした多くの学習・文化活動を組織化していく上での専門的
人材を養成していくという点から，あらためて社会教育職員の専門性の内実を明らかにしていくこと
が求められているのである。
　以上のような点をふまえ，本研究では社会教育職員の専門性を明らかにしていくための前提的作業
として，1960年代以降の社会教育職員論の展開を基礎づけたと思われる戦後初期の社会教育職員の
制度的経緯，およびその性格と役割に関する議論の整理を試みた。その際，社会教育職員の中でも中
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心的な位置を占める社会教育主事（補）を主たる対象に考察を行った。
（1）敗戦直後の社会教育政策の成立と展開
　戦後の社会教育職員，とりわけ社会教育主事（補）に関する政策は，敗戦直後から社会教育法まで
とそれ以降の社会教育法「改正」，つまり都道府県の社会教育主事設置をi義務づけた1951年の「改正」
からそれを市町村にまで広げた59年の「改正」を経て大きく展開してきている。
　1946年11月3日に憲法が公布され，国民の教育受ける権利およびそれと密接に結びついた思想・
信条の自由，言論・出版の自由，学問の自由といった一連の自由権の保障が明記される。それを受け
て翌年には教育基本法が成立し，第7条で社会教育行政の基本的任務が規定されることになる。す
なわち，文部省や地方の社会教育行政機関の役割は直接社会教育活動を行うことではなく，その活動
を進めていくための「奨励」であり，「図書館，博物館，公民館等の施設の設置，学校の施設の利用
その他適当な方法」を講じなければならないとされたのである。それはいうまでもなく，同法第10
条の，教育行政の任務を教育諸条件の整備確立に限定し，直接行政機関が教育主体としてたちあらわ
れることを禁止する条項から導き出されるものであった4）。それゆえ，社会教育行政がなすべき役割
は，施設設備の設置と職員の配置並びにそのための財政的援助が中核となっている。
　以上のような憲法一教育基本法の内容を受けて，1949年に社会教育法が成立する。この法の成立
過程や経緯についてはこれまで多くの研究5）がなされてきており，詳細はそこに譲るが，ここで特に
注目したいのが，社会教育行政と社会教育関係団体（社会教育法以前は，社会教育団体）との関係を
めぐる問題である。1948年4月に教育刷新委員会による建議「社会教育振興方策について」が採択
されているが，その「社会教育団体」の項目では，国と地方公共団体は社会教育団体を認定し，その
活動を「助成奨励すること」，そして国や自治体の「事業を社会教育団体に委託実施させることが出
来る」，「社会教育団体に対しては，民法による監督以上の監督をすることが出来る」6）（傍点引用者）
とされている。つまり，社会教育団体を設置してその活動を援助し，さらに事業委託をすることで税
金等の優遇措置をとり，それを通して社会教育団体に「民法による監督以上の監督」を行うという，
文字どおり「公の支配に属する団体」にするというものであった。憲法一教育基本法によって，前述
したような教育行政の基本的な性格と役割が明示されたにもかかわらず，こうした官製的色彩の濃
い，すなわち「国家と国民とをつなぐ媒介項として団体を利用し，政府の政策実現の手段として社会
教育を使う」7）といった「団体主義」の観念が，戦後日本の民主的教育改革の方向を明らかにするた
めの機関として設けられた教育刷新委員会の建議に内包されていたということは，この時期において
も戦前の社会教育観がいかに根強いものであったかを示している。
　そうした教育刷新委員会の方向を転換させたのが，同じ年の7月にCIEの指導8）によって出され
た社会教育局長通達「地方における社会教育団体の組織について」（いわゆるネルソン通達）である。
すなわちそこでは，行政が社会教育団体（例として社会教育協会，民間の婦人団体，青年団，ボーイ
スカウトなどがあげられている。）に対してノーサポート，ノーコントロールの原則を貫くことが強
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調され，補助金支出をはじめ具体的な禁止事項が例示されている。そして都道府県は，「社会教育団
体より要請がある場合，助言者としての立場をとる事ができる」9）が，団体の運営や事業は「全く都
道府県と独立の自主的なものたらしめること」が肝要であって，「官庁の干渉を受けずに，法令の定
める所に随って，自主的に活動すべきものであること」が原則とされたのである。この内容にもとつ
いて，1948年の12月に社会教育法草案第五案がつくられ，その第13条で「国及び地方公共団体は，
法律に特別の定めのある場合の外，これに対し財政的援助を与えてはならない。」10）と規定されるに
いたる。
　基本的にこの草案の内容に沿った形で，社会教育法が制定されるわけであるが，上述の関わりで見
た同法の特徴は，まず第1に「国民相互の間において行われる自主的な自己教育活動」11）（国会にお
ける社会教育局長による社会教育法案の提案理由の説明）である社会教育の「環境を醸成する」（第
3条）役割を教育行政が担う≧いうこと。第2に，社会教育関係団体を「法人であると否とを問わず，
公の支配に属しない団体」（第10条）と規定したこと。第3に，教育委員会は社会教育関係団体に対
し「求めに応じ（中略）専門的技術的指導又は助言を与えることができる」（第11条）が，しかし「い
かなる方法によっても，不当に統制的支配を及ぼし，又はその事業に干渉を加えてはならない。」（第
12条）こと，そしてその保証として補助金支出の禁止（第13条）を銘記したことである。
　このように，戦後の社会教育政策において一貫して問われてきたのが，社会教育行政と社会教育関
係団体との関係に関わる問題であり，そのひとつの論点をこの社会教育法の中に見ることができる。
それはつまり，社会教育行政が人々の自己教育としての社会教育とどのように関わるという課題であ
り，そしてそのところに社会教育職員，とりわけ社会教育主事（補）の位置と性格および役割をめぐ
る問題が投影されてくるのである。
　次に，以上の敗戦直後から社会教育法が成立する過程において，社会教育職員はどのように位置づ
けられ，その専門的役割がどのようにとらえられていたのかについて見ていく。
（2）戦後初期の社会教育職員制度の展開
　戦後初期の社会教育職員は社会教育指導者として認識され，人々の学習・文化活動を直接指導する
存在として位置づけられていた。そうであるがゆえに，社会教育職員が他の行政，民間を含めた様々
な指導者とどのように異なり，その特有の役割がどのように把握されていたのかについては，逆に見
えにくい状況がつくりだされてきたのである。敗戦直後の社会教育の施策に関する文書や資料などに
は公民館長や公民館主事についての若干の記述はあるものの，職員固有の性格や役割に対する掘り下
げた論及はほとんど見られない。さらに社会教育委員制度の設置により，委員と社会教育職員との関
係も指導者という点において重なる部分が生じ，特に社会教育主事（補）の役割がとらえにくいとい
う状況も存在していた。「戦後の社会教育改革のなかで，社会教育職員制度についての構想は，社会
教育法制のなかにもりこまれた他の領域に比べると，相対的に貧困であったといわざるを得な
い。」12）と指摘される所以である。確かに社会教育主事（補）は数的には少数であったことは事実で
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あるが，それでも主事の制度は存在していたのである13）。
　また，社会教育法案の作成過程で問題となった教育行政機関と社会教育関係団体との関係において
も，社会教育主事（補）の役割が問題になってくることは当然予想されたはずである。こうしたこと
から，とりわけ社会教育主事（補）の位置づけがどのようになされていたのか，さらにそれを規定し
た職員制度がどのようになっていたのかということが，重要な論点として浮かび上がってくると思わ
れる。
①社会教育主事（補）制度の経緯をめぐって
　社会教育主事（補）制度の歴史は，1925年に「地方社会教育職員制」が定められ，道府県に社会
教育主事を60人以内，社会教育主事補を110人以内配置することが規定されたところから始まるとい
われている。その後配置人数の変更や定数化などを通して，その教化的体質を強化しながら敗戦にい
たるわけであるが，戦後もこの制度は継続し，地方自治法の成立にともなう施行規定の一部改正
（1947年6月）によって，社会教育主事の職が定められた。そして翌年の1948年に教育委員会法が制
定された際に，同施行令で都道府県教育委員会の事務局に置かれる職員として位置づけられ，「上司
の命を受け，社会教育に関する視察指導その他の事務を掌る」職務に従事すると規定されるのであ
る。しかしながらそこでは，これ以外の具体的な主事の資格や養成に関わるような規定は設けられな
かった。その際文部省は，この社会教育主事に対して具体的にどのような性格と役割を付与しようと
したのか。
　戦後初期においては市町村における社会教育指導者として，財政上の理由もあって専門の職員より
も主に学校の教職員や宗教家，地域の名望家層に期待がかけられており，またCIEの方針もレイマ
ンコソトロールの観点から，行政職員の関わりは好ましくないものとされ，第1次アメリカ教育使
節団の報告書では図書館を除いて社会教育職員に関する言及はほとんどされていない。その後教育基
本法では，立法者の説明によると，国および地方自治体の社会教育奨励の方法として「都道府県にお
かれていた社会教育主事の協力」14）が想定されていたとされるが，それはあくまでも「奨励」の一方
法としてであり，それ以上の詳しい説明はなされていない。さらにそれに続く教育刷新委員会建議
「社会教育振興方策について」でも，社会教育主事（補）について触れた部分はなく，また公民館職
員に関する記述はあるものの，「公民館職員に一定の身分をあたえること」15）と述べられているに過
ぎない。
　1949年に成立した社会教育法に社会教育主事（補）の規定が条文化されなかったのも，以上のよ
うな流れからすればいわば必然であったと思われるわけであるが，実際に同法が制定される過程で社
会教育主事の問題がどのように考えられていたのだろうか。
②社会教育法成立過程に見る社会教育主事の位置づけ
　社会教育法案の制定作業ははやくも1947年4月の第1次案からはじまり，横山宏の調査によると
最終的に第22案まで作成されたといわれている16）。その作成過程において，社会教育主事（補）の
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性格や役割についてはどのような問題が検討されたのか。
　そこで特に注目されるのは，社会教育法の最終案が1949年4月の第五国会において審議された際
に，「第五条第一号原案『社会教育に必要な指導及び助言を行うこと』をr社会教育に必要な援助を
行うこと』」と修正，第六条第二号原案『社会教育を指導する者の養成及び研修』を『社会教育を行
う者の研修』と修正して，社会教育の主体としての国民の位置づけを明確にした。」17）という点であ
る。ここからは，先に述べたように，社会教育行政の機能が指導行政から条件整備や環境醸成といっ
た助長行政へ変化していった状況を，社会教育主事（補）の職務に引きつけて読みとることができる
と思われる。
　しかしながらそのようにとらえると，同じく先に触れた教育委員会法施行令における社会教育主事
の規定，すなわち「上司の命を受け，社会教育に関する視察指導その他の事務を掌る」という官製的
色彩の濃い職務規定が突出してしまい，こうした行政の性格との間に矛盾が生じることになるのでは
ないか。とすれば，その矛盾をどのように打開しようとしたのか。その意味において，施行後わずか
1年で社会教育法の「改正」を行い，そこにあらたに社会教育主事（補）制度を盛り込んだ経緯に着
目する必要があるだろう。
（3）社会教育法「改正」（1951年）における社会教育主事（補）の位置づけ
　1949年に成立した社会教育法は，戦前の反省から法律主義にもとづき，人々の自主的で主体的な
学習・文化活動を保障していくことが理念として掲げられ，社会教育行政の任務とその限界を明示し
たという点で，まさに「憲法・教育基本法体制下での一連の民主的な法体制の掠尾をかざるのにふさ
わしい」18）画期的な内容であった。それゆえこの法を拠り所にして社会教育関係の法制度も整備され，
1950年に図書館法が，そして1951年に博物館法が制定される。
　しかしながら，当時自治体の厳しい経済情勢の中にあって，社会教育の条伜整備を進める上での財
政保障を制度化する要望が高まり，そのなかでもとりわけ社会教育主事などの人的条件整備の必要性
が強調されてくる。そうした状況のもとで社会教育法の「改正」が提案されてくるわけであるが，そ
の際にその理由とされたのが，学校教育における指導主事と同じ扱いをすることで社会教育の専門職
としての社会教育主事に関する制度的位置づけを明確にしてほしという要求が強かったこと，そして
より直接的には教育公務員特別法の改正によって社会教育主事の身分扱いに関する規定が設けられ，
そのために社会教育法にその具体的職務と資格に関する規定を加える必要性が生じたというものであ
った。（国会における文部大臣の「社会教育法の一部を改正する法律案提案理由」並びに社会教育局
長の「社会教育法の一部を改正する法律案について」19））
　この法「改正」によって，都道府県の教育委員会に社会教育主事（補）を必置とし，市町村には任
意設置としたこと（第9条の2）。社会教育主事の職務を「社会教育を行う者に専門的技術的な助言
と指導を与える。但し，命令及び監督をしてはならない。」（第9条の3）としたこと。さらに主事
（補）資格要件を定め，その養成のため講習規定を設け（第9条の5），講習を「教育に関する学科又
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は学部を有する大学が文部大臣の委嘱を受けて行う」としたこと，などの条項が新たに加えられるこ
とになった。
　ここにおいて特筆されるのは，まず社会教育主事の職務を「専門的技術的な助言と指導」とした点
である。それは，先の教育委員会施行令の官製的ニュアソスの強い内容と比較すると，社会教育主事
は社会教育の専門的「サービス員」（寺中作雄）としてとらえられるようになり，同時に「上司の命
を受け」ないことにより専門職に不可欠な職務における自律性が保証されたことを意味する。それと
の関わりで，同じく施行令にあった「その他の事務を掌る」という文言を削除し，社会教育主事の職
務から一般行政事務の仕事を解放することによって，その専門性を明確にしたのである。
　そのことは，社会教育法「改正」にあたって文部省が作成した「予想質問答弁資料」からも読みと
ることができる。すなわち「社会教育主事の職務が専門的な教育職員の職務として確立されると，そ
の職務内容の個々具体的な事項については，社会教育主事の自主的な活動を尊重すべきであることは
当然」20）であり，教育公務員として教育長や上司である課長から「命」を受けるものの，しかしそれ
は「所謂一般的な指揮監督と解すべきで，職務内容の個々についての指揮監督と解すべきではない。」
というものである。
　こうした点からいえることは，社会教育主事は高度な専門性を有する職業であるがゆえに，自己の
判断において仕事を行う裁量の余地が相対的に大きく，それゆえにまた，その求められる専門的力量
から見て「高度の学識経験と識見」が必要とされるというものである。したがって，その資格も専門
的な大学での講習で与えられるとされている。そのため社会教育主事講習規定がつくられ，受講資格
を大学に2年以上在学し，62単位以上修得した者，あるいは旧制大学，高等専門学校その他これに
準ずる学校で62単位修得したと見なされる者または教育職員の免許状を有する者などとされ，受講
科目も社会教育の原理・歴史・方法論，行財政，心理・社会学などの他，様々なテーマや内容が取り
上げられてある。
　これを受けて文部省は，1951年に第1回の社会教育主事講習を東京教育大学と新潟大学，北海道
大学に委嘱し，99名の修了者を出している。その後，国の緊縮財政に起因する経費の削減などによ
る実施大学の減少といった紆余曲折を経ながらも，1958年度までに1745名が講習を修了している21）。
こうした点からも社会教育法「改正」が，社会教育主事養成に果たした役割は大きいものであったと
いうことができるだろう。
　さらに社会教育主事の職務規定では，「専門的技術的な助言と指導」の対象として「社会教育を行
う者」があげられている。国会の社会教育局長の答弁（衆議院文部委員会議事録第2号，1951年2
月8日）では，それは「社会教育関係団体，社会教育施設，学校開放の関係者から，広く住民のす
べてにわたる」22）と説明されているが，主たる対象は，社会教育関係団体と社会教育施設職員（公民
館主事，図書館司書，博物館学芸員など）にあるとされている23）。
　ここにおいて，行政の「社会教育指導者」の範疇がある程度整理されたことに注目する必要がある
だろう。すなわち，指導者を社会教育主事（補）一社会教育施設職員一社会教育関係団体という形で
構造化したという点である。そのことはまた，「改正」以後，前述の社会教育主事講習修了者を中心
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にして1951年10月に設立された「全国社会教育主事協会」の組織化の動向にも見ることができる。
その設立趣意書では「社会教育主事は，社会教育を推進すべき重要な任務をおびて生まれたものであ
り，社会教育は主として成人の自己教育，相互教育を援助指導する者として，社会教育主事の分野は
きわめて広範にわたっている。国際事情はもとより，国民社会の現実，個人生活のあり方，さては国
及び国民のなすべき仕事について，正確な判断と適切な助言が要求されている。」として，主事の存
在とその役割が強調されている。そしてその具体的な事業として「1社会教育上の調査並びに研究
2会議の開催　3会誌の発行及び会員相互の連絡　4その他必要と認める事業」等をあげ，それらを
通して特に地方における社会教育行政の整備と職員制度の拡充に向けての活動を展開していくのであ
る24）。
（4）社会教育主事（補）制度と社会教育職員の専門的職務をめぐる問題
　上述のような社会教育主事（補）の規定を設けた社会教育法「改正」については，国会審議のなか
でいくつかの重要な問題が指摘されていた。その問題を考える際に，この時期が1950年の第2次ア
メリカ教育使節団報告において成人教育の方向「極東における共産主義に対抗する最大の武器の一つ
は，日本の啓発された選挙民」であるとして，そのための「民主的市民」の形成に求めていた点に象
徴的に示されているように，米ソ冷戦構造下における日本の民主主義の変質といわゆる「逆コース」
の問題が顕在化してきた段階にあり，そうした時期のもとで社会教育行政と職員のあり方が問われて
いたことを想起する必要があるだろう。
　こうしたなかで国会での審議においてとりわけ問題となったのは，社会教育主事（補）が人々の自
主的な社会教育活動に「指導」という形で介入する危険性がないかという点であった。確かに「命令
及び監督をしてはならない」という禁止事項はあるものの，これについての罰則規定などがないた
め，現実的にこの禁止事項が有効に機能するかどうかに対しての疑問や懸念が表明されていた。それ
と合わせて，社会教育主事（補）の指導と助言がどのような場合になされるかという問題も出されて
くる。すなわち，社会教育法第11条では「文部大臣及び社会教育委員会は，社会教育関係団体の求
めに応じ，これに対し，専門的技術的指導又は助言を与えることができる。」となっているが，「改
正」案の社会教育主事（補）の職務規定の条文（第9条の3）には，「求めに応じ」の文言がないた
め，求めに応じなくとも「社会教育を行う者」に指導，助言ができるように解釈されるのではないか
といった疑問や懸念であった。
　この問題に対して当初政府・文部省は，国会審議のなかで，それができるという旨の発言をしてい
たが，最終的には，11条と「改正」案の9条の3は「相補うて一つの意味をなすのであって」，「社
会教育主事は，この十一条の規定にございますように，指導助言を団体から求められた場合でなけれ
ば，団体に指導助言をする権限はこさいません。」25）（文部委員会会議録第五号，1951年2月6日）と
明言している。これによって，社会教育活動において行政からの「指導・助言を受けない自由」26）を
確保し，「主事（補）の職務が，求めに応じて発動されるものであることが確認された」27）のである。
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と同時に，社会教育施設に対しても「自主性を非常に重んずる意味で（中略）指導助言を求める場合
に発動するのだ，かように解釈して差支えないと思うのであります」28）（同会議録）と述べられてお
り，同様の趣旨が確認されている。
　しかしながら，こうした内容がそのまま現実の施策を意味するものではない。というのは，例えば
社会教育法「改正」の翌年に出された，文部省社会教育局編によるr社会教育の現状・昭和27年版』
では，社会教育主事（補）の職務について次のように述べられているからである。すなわち，社会教
育法第9条の3の内容は「社会教育主事が個々の具体的な社会教育問題にまで意を用いる必要がな
いということを意味するものではなく，かえって具体的な末端の社会教育問題にまで意を用いること
によってのみ，はじめてその職務を全うすることができるのである。（中略）社会教育主事の職務は
専門的技術的な教育についての指導であるから，この面における個々の具体的な事項については，社
会教育主事の自主的かつ積極的な活動が尊重されなければならない。」29）そのため主事は「いたずら
に職務に消極的であたり，操手傍観者であってはならない」と。ここからは，先の国会答弁にみる「求
めに応じて」の趣旨から一歩踏み出た論調になっていることが読みとれるだろう。その意味におい
て，社会教育法「改正」による社会教育主事（補）の制度化は，行政による社会教育の指導体制づく
り，つまり「指導行政の性格をつよめた」30）という側面を生起させたということができるのである。
もちろん，社会教育法「改正」のもつ積極的意味，すなわち社会教育主事の専門性と自律性の保障と
いう側面をとらえつつも，同時にこうした行政の指導体制の整備化という状況を視野に入れる時，明
らかに1949年の社会教育法制定当初の理念である，社会教育が「相互教育」であり「自己教育」と
され，それゆえ行政はノーサポート，ノーコントロールを原則とするといった考え方からの変化を看
取することができるのである。
　そのことは，1956年に教育委員の公選制を保障した教育委員会法が廃止され，新たに教育委員の
任命制を基軸とする「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」が成立することでさらに明確とな
る。なんとなれば，同法は教育行政の地方分権化を後退させ，国および都道府県教育委員会の市町村
教育委員会に対する権限を強化させたわけであるが，そのことは指導主事と同じ扱いとされた社会教
育主事が上司の命に従うことを当然視する公権的解釈を強め，相対的に専門職としての自律性を弱め
ることになったと同時に，それと合わせて社会教育法の第39条削除という一部「改正」が行われ，
その結果，文部大臣及び都道府県教育委員会が市町村立の公民館の求めを待つまでもなく，「必要な
指導と助言」を行えるようになることによって，「公立公民館その他の施設に対する上からの権限の
いっそうの強化をもたらした」31）と言われているからである。その意味において，行政がその後一貫
して社会教育主事（補）制度の拡充に熱心であったことの意図を読みとることができると思われる。
　住民の自己教育活動の拠点となるべく構想された公民館の職員に対する専門職規定を行わない一方
で，それを指導援助するとされる社会教育主事（補）制度の法制化をいち早く行い，その後1959年
のいわゆる社会教育法の大「改正」において，社会教育主事を市町村必置にしたということに，上述
の状況が端的に表現されている。「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の成立によって教育
行政機関の職員として系列化されるようになった社会教育主事（補）を制度化し，他方で社会教育法
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で公民館主事の規定を設けたにもかかわらず，「主事は，館長の命を受け，公民館の事業の実施にあ
たる」とだけしか述べられていないという点は，以前に指摘したように32），重要な問題を後に残す
ことになった。
　また，社会教育主事の職務に関わって，先の社会教育法「改正」で社会教育関係団体に対して補助
金支出を禁じた第13条が削除されたことは，社会教育主事（補）と社会教育関係団体との関係をめ
ぐる問題をさらに複雑にしたことも看過できない。この条文削除については，教育の事業を行ってい
る民間の団体に公金支出を禁じた憲法89条との関係で最も疑問や反対の意見が多かったことを想起
する時，社会教育関係団体を指導・助言するとされる社会教育主事（補）の職務内容のあり方が鋭く
問われることになるのである。
　さらに，とりわけ市町村においては，公民館と社会教育主事とを兼務するケースや社会教育主事の
有資格者を公民館主事に採用するといった状況が広がっていくなかで，公民館主事に専門的な助言と
指導を行うとされる社会教育主事の役割や存在が実質的に意味を持たないものになっているという現
実を考える時，あらためて社会教育主事（補）とは何か，その存在意義の是非も含めて問い直してい
くことが求められてくるわけであるが33），その点についての実践と研究の深化は1960年代以降の社
会教育職員論の展開に待たなければならなかった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈注＞
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））））））））））?????藤田秀雄「社会教育法の制定」，前掲『社会教育／戦後日本の教育改革10』，p．92。
前掲『社会教育法成立過程資料集成』，p．149。
同　上，p．24。
同　上，p．26。
同　上，p．29。
同上，pp．248－253。
同上，p．257。
文部省社会教育局『社会教育10年の歩み』，1958年，p．226。
前掲『社会教育法成立過程資料集成』，p．274。
文部省の社会教育法「改正」に関する「予想質問答弁資料」では，「社会教育を行う者」について次のよう
に述べられている。「特に都道府県の場合は，社会教育関係団体や社会教育施設において指導的立場にある人
が重点になるのは当然である。」（同　上，p，256）。
））））））））））?????文部省社会教育局編『社会教育の現状・昭和27年版』，1952年，p．191。
前掲『社会教育法成立過程資料集成』，p．289。
藤田秀雄『社会教育の歴史と課題』，学苑社，1979年，p．247。
同　上，pp，247－248。
前掲『社会教育法成立過程資料集成』，p．289。
前掲『社会教育の現状・昭和27年版』，p．187。
小川利夫「社会教育職員の『専門職化』問題」，前掲『社会教育職員論』，p．30。
同　上，p．31。
小林繁「社会教育職員の専門性に関する序論的考察」，『明治大学社会教育主事過程年報』NO．1，1992年。
例えば，こうした状況に対して社会教育主事（補）を教育委員会の事務局ではなく，公民館に置くべきであ
るとする主張もある。（前掲『社会教育の歴史と課題』，pp，250－251。）
（こばやし　しげる）
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